
四国地域イノベーション創出協議会規約 

 

                          制定 平成２０年９月１７日 

改定 平成２２年３月２６日 

改定 平成２４年３月 ９日 

改定 平成３０年２月２８日 

 

 

第一章  総  則 

（名称） 

第１条 本会は「四国地域イノベーション創出協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、四国地域においてイノベーション創出を促進するため、賛同する研究機関や産業

支援機関等が保有する人材やネットワーク、研究成果、試験研究機器等の技術開発資源（以下「技

術開発資源」という。）や支援ツールを総合的に活用することにより、自律的、継続的なイノベー

ション創出基盤の整備を図り、もって地域経済の活性化を図ることを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 協議会は前条の目的を達成するため次の活動を行う。 

  一 技術開発資源の相互利用に関すること。 

  二 企業の技術開発課題の解決に関すること。 

  三 企業の販路開拓支援に関すること。 

  四 企業の経営課題の解決に関すること。 

  五 地域経済の活性化に必要とされる技術開発に関すること。 

  六 会員間の情報交換及び会員の研修に関すること。 

  七 技術情報の収集、調査に関すること。 

  八 その他協議会の目的を達成するために必要と認められること。 

 

（基本原則） 

第４条 協議会活動は、次に掲げる基本原則に基づき実施する。 

一 協議会は、第２条に掲げる目的を共有し、組織の垣根を越えて連携、協働する場として機能

する。 

  二 各構成機関が有する技術開発資源や支援ツールを総合的に活用することによって、企業の課

題解決に係る機会損失の極小化を図る。 

 三 協議会活動は、既存の機関や連携体との協働や、既存の技術開発資源や支援ツールの有効活

用を基本とし、自立的な取り組みを目指していく。 

四 技術開発資源や支援ツールの総合的な活用を促進するため、研修会や研究会等を通じ、共通

認識の醸成とイノベーションの創出を担う人材の育成と交流を図る。 



五 他地域の協議会との連携・協働や他の関係機関との連携により、支援能力の向上に努めると

ともに、四国域内で不足する技術開発資源や支援ツールの補完を図る。 

 

第二章  会員 及び 事務局  

（会員） 

第５条 会員は、第２条に記された目的に賛同する法人又は団体とする。 

 ２ 会員になろうとする者は、所定の様式により申し込み、事務局代表者の承認を得て入会するこ

とができる。 

 ３ 会員は、事務局に代表者を届出なければならない。代表者を変更した場合も同様とする。 

 ４ 会員をやめようとする者は、所定の様式により申し込み、事務局代表者への報告をもって退会

とする。 

 

（事務局）   

第６条 協議会の事務局及び副事務局を、次に置き、事務局代表者は会務を総括し、副事務局 

    代表者は事務局代表者を補佐する。 

 一 事務局  （一財）四国産業・技術振興センター 

 二 副事務局 （国研）産業技術総合研究所 四国センター 

        （独）中小企業基盤整備機構 四国本部 

 

第三章  組 織 等 

（総会）   

第７条 総会は会員で構成し、協議会の運営に関する次の重要な事項を議決する。 

  一 活動計画 

  二 活動報告 

  三 協議会の運営に関する重要事項 

２  総会は毎年１回開催し、臨時総会については必要に応じ開催することができる。  

３  総会は事務局代表者が招集し、議長にあたる。  

４ 総会の構成員は、会員の代表者とする。 

５  議事は、出席会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

 やむを得ない事由により総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について書面で表

決又は代理人に表決を委任することができる。  

 なお、書面で表決又は表決を委任した会員は、総会に出席したものとする。  

 

（運営委員会）  

第８条 協議会に運営委員会（以下、委員会）を置き、総会で議決された活動計画を執行する。 

執行にあたっては、委員長が委員会の活動細則を定め、具体的な活動を実施する。 

２ 委員会は、総会に活動計画や活動報告等の議決を必要とする事項を付議する。 

３ 委員は、事務局および副事務局の中からそれぞれ推薦された者、および委員長が推薦した者を、

事務局代表者が委嘱する。 

４ 委員長は、事務局の中から推薦された委員が、これにあたる。 



 

（イノベーションコーディネーター） 

第９条 委員会の下に、イノベーションコーディネーター（以下、ＩＣ）を置き、次の活動を行う。 

  一 会員等の要請に応じて、企業等の課題解決に向けた具体的支援内容を検討する。 

  二 会員機関等と連携しながら、具体的な支援活動を行う。 

２ ＩＣを統括する者として、統括ＩＣを置く。統括ＩＣは、事務局代表者が選任する。 

３ ＩＣは、統括ＩＣと協議し、事務局代表者が委嘱する。 

４ 個々の課題に対応するＩＣは、統括ＩＣが事務局等と協議して指名する。 

５ その他統括ＩＣおよびＩＣの具体的な活動については、事務局代表者が活動細則を定め、これに

よる。 

 

（顧問） 

第１０条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、事務局の諮問に応じ、以下の事項に関して、助言を行う。 

  一 委員会に対して、協議会の運営に関する助言を行う。 

  二 会員およびＩＣに対して、企業支援活動の助言を行う。 

３ 顧問は、事務局代表者が委嘱する。 

 

 

第四章 規約の改正 

（規約の改正） 

第１１条 本規約を改正する場合は、総会の過半数以上の同意をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

 

 

第五章  解  散 

（解散）  

第１２条 協議会は、総会の議決によらなければ解散できない。  

 

 

附    則 

 

１ この規約に定める事項のほか、協議会の運営に関し必要な事項は、必要に応じて事務局代表者

及び副事務局代表者が協議して別途定める。  

 

 


